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2023 年 4 月 7 日 

日本電気株式会社 

エブリセンスジャパン株式会社 

株式会社日立製作所 

大学共同利用機関法人 情報･システム研究機構 国立情報学研究所 

株式会社ザイナス 

 

分野を超えてデータの発見と利用ができる仕組み「CADDE(ジャッデ)」の 

フィールド実証の実施、および外部仕様書などの公開について 

 

日本電気株式会社*1(以下 NEC)、エブリセンスジャパン株式会社*2(以下 ESJ)、株式会社日立製作所

*3(以下日立)、大学共同利用機関法人 情報･システム研究機構 国立情報学研究所*4(以下 NII)、株

式会社ザイナス*5(以下ザイナス)の 5 者は、内閣府総合科学技術・イノベーション会議の「戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム(SIP)第 2 期／ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術(管理法人:国立研究

開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(以下 NEDO))」において、分野を超えてデータの発見と

利用ができる仕組み CADDE (Connector Architecture for decentralized Data Exchange;分散型デー

タ交換のためのコネクタ・アーキテクチャ、読み：ジャッデ)*6のさらなる普及に向けた実証を実施しました。また、

CADDE の利用ユースケースや具体的なサービス利用方法を理解するためのドキュメント「外部仕様書」を新

たに作成し、3 月 31 日に公開しました。 

 

実証において、CADDE と産業・商業向けデータ基盤、スマートシティ向けデータ基盤などを相互接続した

データ利活用の検証を行い、分野を超えたデータ連携を加速するうえでの実装面での課題を抽出し、それ

に対応する解決策を取りまとめました。さらに、実証から得られた知見に基づいて、分野間のデータ連携に

資する都市 OS 機能の一つとしての CADDE の活用を、現在更新作業が進んでいるスマートシティ・リファレ

ンスアーキテクチャ*7 に対して提案しました。これら具体的な方策をもってデジタル田園都市国家構想の実現

を支えるデータ連携基盤のさらなる発展を促進します。また、実証で得られた成果を新たに作成した

CADDEの主要機能の外部仕様書などへ反映しており、本書を広く一般公開することで CADDEの普及と

利活用拡大に寄与します。 

 

1. CADDE について 

CADDEは、分野を超えてデータの発見と利用ができる仕組みとして、各分野のデータ基盤を横断して連

携するための機能・サービス群で構成されています。NEDO が管理法人として運営を支援する内閣府「戦

略的イノベーション創造プログラム(SIP)第 2 期」で採択された「ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤

技術」事業の一環で、日立、SB テクノロジー株式会社、国立大学法人東京大学、NEC、富士通株式会

社、NII、株式会社 NTT データ、JIP テクノサイエンス株式会社が共同開発したものです*8。 
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最新版の CADDE4.0は、SIP分野間データ連携基盤のWebサイト(https://sip-cyber-x.jp/)に掲載さ

れている GitHub の Web サイト(プログラム共有サイト) *9でダウンロードが可能です。 

 

2. CADDE を活用したフィールド実証の実施 

本プロジェクトでは、分野間データ連携の社会実装を進めるため、CADDE の活用が想定される企業とと

もに、具体的な業態、業務、データの提供、データの利活用を想定した以下の 4 つの実証を 2022 年 11

月から 2023 年 2 月にかけてそれぞれ行いました。 

 

1)産業・商業で利用されるデータ基盤技術との相互接続性実証(担当：ザイナス) 

クラウド型調達・購買システムである SAP Ariba Network を活用し、中小企業のグローバルな調達案件

への参入可否を検証することで、CADDE の社会実装に向けた課題を抽出しました。実証に参加した SAP 

Ariba Network のユーザ企業からは CADDE のデータ連携機能に対する指摘はなく商取引への CADDE

の活用が可能であることを示しました。これにより、国内の調達・購買システム事業者、EC サイト事業者な

どが CADDE を自社システムへ実装していくことが期待されます。 

 

 

https://sip-cyber-x.jp/)
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2)オープンソースのデータ基盤技術との相互接続性実証(担当：NEC) 

札幌市のデータ連携基盤として利用されている FIWARE Orion と CADDE を相互運用しました。本実

証では、不動産ディベロッパーや飲食店が、人流データ、気象データ、イベントデータなどの複数のデータを取

得し、リアルタイムに可視化するアプリケーションからデータ活用の可否を検証することで、データ流通における

課題を抽出しました。その結果、CADDE における ID 管理の方法や、マーケティング・業務の最適化につな

がるデータの詳細化・多様化といった面で課題を確認しました。今後のデータ利活用の本格的な推進に向

けて、データの質・量の両面での拡充が進むようデータ提供者側への働きかけも実施していきます。 

 

 

3)データ取引で利用されるデータ基盤技術との相互接続性実証(担当：ESJ) 

社会におけるデータの流動性を高めるため、データ利用権およびデータを取引の対象とするデータ利用権

取引市場システム*10を開発し、実証を行いました。データは無体物であるとともに、一般的には法的な財産

保護の対象にならないことから、本システムでは、データ利用に関わる権利の条件を標準化したデータ利用

権証と対象データを組み合わせて取引します。データ利用権証により、信頼できる第三者機関(TTP)がデー

タを利用する権利の保証と、取引の関与者それぞれの真正性とデータの完全性を保証することで、安心・

安全かつ効率的なデータ取引を支援します。本実証では、DATA-EX*11 に参加するデータ提供者とデータ利

用権取引市場に参加するデータブローカー間における、データ利用権取引市場への上場申請完了後の「デ

ータ提供者によるデータ生成」「データブローカーによるデータの受領」に該当するデータ収受に CADDEコネクタ

を利用し、データセットが適切なタイミングで遅滞なく、かつ真正性、完全性が保証された状態での収受の

可否を検証しました。本実証には PwC コンサルティング合同会社や株式会社 MILIZE をはじめとする 6 社

が参加し、実際に利用権証の生成、売買、利用権の行使が可能であることを確認するとともに、実証後

のアンケートではすべての回答者が、本システムが現在のデータ取引における課題の解決に資すると回答しま

した。今後、本実証ではスコープ外とした機能の追加開発や UX の改善、電子署名技術を提供する事業

者との連携により、可能性・有用性をさらに向上させ商用化を目指します。 
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4)スマートシティで利用されるデータ基盤技術との相互接続性実証(担当：NEC) 

実証 1)～3)の複数分野のデータ連携基盤とスマートシティのデータ連携基盤を CADDEを介して接続し、

相互連携したデータを用いたユースケースを三井住友海上火災保険株式会社とともに検証し、地域のスマ

ートシティの現場を踏まえた技術的課題を抽出しました。具体的には、各実証環境に CKAN*12カタログサイ

トを配し、横断検索機能*13により検索取得したデータカタログを元に CADDE コネクタを用いてデータを収集、

BI ツールを用いて分析・可視化することで、保険商品の開発や保険のリスク判定へのデータ活用の可否を

検証しました。CADDE により複数分野のデータ連携が効率的に実施できることを確認したほか、事業者が

データ取引を出口とすることで新たにデータの提供側となることへの有意性も確認できました。今後、

CADDE による分野間データ連携の環境を提供し、事業者が自社の領域を超えた分野でのデータを入手・

活用することが可能になれば、業務の効率化やデータ連携による新たな価値の創出につながるユースケース

が拡がることが期待されます。 
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なお、実証に参加した企業・団体からのコメントは以下の通りです。 

 

CADDE による分野間データ連携についてデータ提供側・受領側両方のユースケース検証に参加させていた

だきましたが、特に受領側の立場において、保険引受に必要な基本情報の取得による業務効率化に資す

ることを実感いたしました。今後、CADDE を介して他分野とのデータ取引が進むことで、保険料算出のため

の新しい要素の発見が進み、保険引受の高度化にも繋がりうると考えております。 

三井住友海上火災保険株式会社 商品・サービス本部 火災傷害保険部・企業火災保険チーム長 

井上 靖夫 

 

本実証をもって、CADDE のデータ連携機能を活用することで、全世界 800 万社(2023 年 1 月現在)が参

加する SAP Business Network for Procurement(SAP Ariba Network)に連携できることが確認できまし

た。これにより、CADDE実装の販売企業が、全世界の購入企業とつながることでビジネスを拡大していただ

けると期待します。 

SAP ジャパン株式会社 バイスプレジデント インテリジェントスペンド＆ビジネスネットワーク事業本部長 

牧野 仁 

 

オープンソースのデータ基盤技術との相互接続性実証に参加させていただきましたが、CADDE により様々な

データ連携基盤の相互接続が進み、地元企業が創出するサービスの域外展開が容易になる可能性を大

いに感じました。 

札幌市としては今後、CADDE が普及することで、新たなイノベーションの創出とともに大きな経済循環をも

たらすことを期待しつつ、スマートシティの実現に向けた取組を推進してまいります。 

札幌市 デジタル戦略推進局 スマートシティ推進部長 

渋谷 洋幸 

 

3. CADDE の外部仕様書の作成、公開 

CADDE の主要機能の外部仕様書を作成し、3 月 31 日から公開しました(担当：日立、NII、NEC)。 

本外部仕様書は、作成に当たって必要となる事項などの洗い出し・詳細化を行うとともに実証結果から

反映すべき事項も整理したうえで、サービス要件や機能概要、API 仕様などを取りまとめたものです。 

本外部仕様書は、本実証で得られた成果を取り込み、CADDE の普及に係る企業・団体や、その依頼

を受けて IT システムを整備するベンダ、契約管理等の各種 CADDE 支援サービスの提供者などに向けて広

く参考となる情報を記載しており、CADDE の一層の普及促進に寄与します。 

本外部仕様書は、SIP 分野間データ連携基盤の Web サイト(https://sip-cyber-x.jp/)に掲載されてい

る GitHub の Web サイト(プログラム共有サイト)からダウンロードが可能です。 

 

 

https://sip-cyber-x.jp/


6 / 7 

 

4.今後について 

本実証を通じて得られた考察、課題、改善策などは、内閣府のスマートシティ・リファレンスアーキテクチャ

にも提案しており、地域におけるスマートシティを通じた CADDE の認知度の向上や利活用シーンの拡大が

期待されます。 

5 者は今後も分野を超えたデータ連携基盤技術への貢献を加速することで、デジタルを活用した地域社

会の課題解決・魅力向上や我が国産業の競争力強化を推進していきます。 

 

以上 

 

*1 日本電気株式会社(本社：東京都港区、代表取締役 執行役員社長 兼 CEO：森田 隆之) 

*2 エブリセンスジャパン株式会社(所在地：東京都港区、代表取締役：眞野 浩) 

*3 株式会社日立製作所(本社：東京都千代田区、執行役社長兼 CEO：小島 啓二) 

*4 大学共同利用機関法人 情報･システム研究機構 国立情報学研究所(所在地：東京都千代田区、所長：黒橋 禎夫) 

*5 株式会社ザイナス(所在地：大分県大分市、代表取締役社長：江藤 稔明) 

*6 分野を超えてデータの発見と利用ができる仕組み。アーキテクチャとして、各分野におけるデータ流通の仕組みを最大限尊重し、それらを各分野

の特性にあわせて分散的に連邦化するビルディング・ブロックス型をとっています。CADDE のコアとなるのが、CADDE コネクタと呼ばれるモジュー

ルであり、データ交換はコネクタのネットワークを通じて実現されます。分散的に存在するデータ提供者とデータ利用者はそれぞれの窓口となるコ

ネクタを用意することで、このネットワークに参加し、データ交換を行います。コネクタ間のデータ交換においては必要に応じて、認証認可、契約管

理、来歴管理などの機能が呼び出されて利用されます。 

また、データ交換のプロセスだけではなく、データ発見、データ変換といった、データ利活用の一連のフェーズで必要となる機能を支援するツール・ 

サービスも提供しています。 

*7 内閣府から提供されているスマートシティ構築の際に参考にできるアーキテクチャ(構築方式・設計図)をまとめた資料。 

https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20200318siparchitecture.html(内閣府 Webサイト) 

*8 ニュースリリース(2022年 2 月 28 日広報発表) 

「内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)第 2 期」における「ビッグデータ・AI を活用したサイバー空間基盤技術」の研究開発において

分散型の分野間データ連携基盤技術を開発し、社会実装に向けて実証を開始」 

https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2022/02/0228.html 

*9 多くの OSS が公開されているホスティングサービスの一つであり、GitHub(ギットハブ)社(GitHub.com)が運営する Webサイトのこと。 

*10 データを利用する権利を第三者が保証し、取引の関与者それぞれの真正性を保証するため、データ利用権として定める条件の標準化によって

データ利用権証そのものをオブジェクトとして取引の対象にすることで、安心・安全なデータ取引を支援する新たなデータ取引市場。 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/data/dai4/siryou9.pdf(首相官邸 Webサイト) 

*11 データ連携に係る既存の取組が協調した、連邦型の分野を超えたデータ連携を目指すプラットフォーム。2021 年 6 月 18 日公表のデジタル庁

「包括的データ戦略」では国内のデータ連携のハブとなるとともに、GAIA-X 等の国際的なデータ連携基盤と相互運用するためのハブにもなる

必要があるものと示されています。 

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/information/field_ref_resources/576be222-e4f3-494c-bf05-

8a79ab17ef4d/210618_01_doc03.pdf(デジタル庁 Web サイト) 

*12 データカタログサイトを構築するための代表的な OSS の一つ。データの定義や形式など、データに関する様々な情報を保有することで、データを

効率的に管理します。 

*13 CADDE が提供する機能の一つであり、組織ごとに存在するデータカタログを横断的に検索し、目的のデータを効率的に見つけることを支援しま

す。 

https://search.ckan.jp/ 

 

 

https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20200318siparchitecture.html
https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2022/02/0228.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/data/dai4/siryou9.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/information/field_ref_resources/576be222-e4f3-494c-bf05-8a79ab17ef4d/210618_01_doc03.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/information/field_ref_resources/576be222-e4f3-494c-bf05-8a79ab17ef4d/210618_01_doc03.pdf
https://search.ckan.jp/
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■本件に関するお問い合わせ 

日本電気株式会社 クロスインダストリービジネスユニット 

E-Mail：smartcity@iot.jp.nec.com 

 

エブリセンスジャパン株式会社 ビジネスディベロップメント 

E-Mail：support@every-sense.com 

 

株式会社日立製作所 公共システム営業統括本部 カスタマ・リレーションズセンタ (担当:西本、森下) 

問い合わせフォーム：https://www.hitachi.co.jp/public-it-inq/ 

 

大学共同利用機関法人 情報･システム研究機構 国立情報学研究所 総務部企画課 広報チーム 

E-Mail：media@nii.ac.jp 

 

株式会社ザイナス イノベーション事業部 

TEL：097-547-8639 

 

https://www.hitachi.co.jp/public-it-inq/

